第45回総選挙結果に関する自治労声明
第45回総選挙の投開票が8月30日に行われ、民主党308、社民党7の当選を果たした。自治労の協力候補は15人が激戦を制し、当選を果たした。この結果、我々は、市場万能主義に基づき格差の拡大と雇用不安をもたらした自公政権を終焉させ、民主党を中心とする政権交代の実現という歴史的な勝利を勝ち取り、「転換のとき」を迎えることができた。猛暑のなか、全国で選挙闘争を推進してきた県本部・単組、組合員の皆様に、心から感謝を申し上げる。
自治労は1992年に、「政権を担いうる新しい政治勢力の形成」を方針化し、自民党に代わり政権を担いうる民主・リベラル勢力の総結集と政権交代をめざしてきたが、今回の総選挙で、政権交代が実現したことは、諸先輩方の取り組みが結実した結果であり、改めて、先人の皆様にも敬意を表させていただく。
　民主党を中心とする政権の実現によって、市民生活優先の政策実行が期待されており、自治労にとっても社会的格差の解消と公共サービスの再生、地方財政確立と分権自治の推進、男女平等社会の建設推進、民主的公務員制度確立と公正労働基準の確立などを実現していくことが求められている。しかし、民主党中心の政権は、800兆円超の国の借金をはじめとする自公政権の負の遺産を背負っての出発であり、自治労が求めるこれらの政策が一気に実現できるとは言い難く、粘り強い努力が必要となっている。
したがって、今後は、連合への働きかけを強めるとともに、自治労協力国会議員と緊密に連携を取りながら、政権・与党に対し、自治労が求める政策の実現を強力に働きかける必要がある。自治労本部は、自治体などの公共サービス現場からの情報発信を元に、現場の声を基礎とした政策を具体化し、政権・与党との協議を通じて、政策の実現をめざす決意である。各県本部・単組も、各地の与党議員に対して、自治労の政策の実現に向けての働きかけを不断に行うよう要請する。

　民主党中心の政権基盤を確固としたものにするためには、来年7月の参議院選挙での勝利が必要不可欠であり、自治労は、来る参院選挙の比例区で、「えさき　たかし」を自治労組織内候補（民主党）として擁立することを決定している。今回の衆院選挙の勝利を踏まえ、この勢いを来年の参議院選挙につなげ、「えさき　たかし」の圧勝をめざしていこう。
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